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平成29年３月８日

株　主　各　位

第11回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

　当社の第11回定時株主総会招集通知に際して提供すべき書類のうち、
以下の事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、
インターネット上の当社のウェブサイト（http：//www.livesense.co.jp）
に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。

①連結注記表
②個別注記表

株式会社リブセンス

表紙
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〔連結注記表〕
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記)

１．連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数　1社
　　連結子会社の名称
　　　株式会社waja

２．持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
  株式会社wajaの決算日は、９月30日であります。
  連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりま
す。但し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を
行っております。

４．会計方針に関する事項
(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産

商品
個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定)を採用しております。

－ 1 －
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(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。但し、建物（建
物附属設備を除く）及び平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備に
ついては、定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～15年
工具、器具及び備品 ４～18年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

(3)　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき
当連結会計年度に見合う分を計上しております。

③　ポイント引当金
　顧客に付与したポイント使用に備えるため、将来行使されると見込まれ
る額をポイント引当金として計上しております。

－ 2 －
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(4)　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。

(5)　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(会計方針の変更に関する注記)
（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以
下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業
会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事
業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下
「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続
している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計
上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方
法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合に
ついては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合
日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。
加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表
示の変更を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連
結会計基準第44－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過
的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用し
ております。

　　 これによる損益に与える影響は軽微であります。

－ 3 －
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（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適
用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関
する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計
年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備に係る減価償却方
法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

(表示方法の変更に関する注記)
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めていた「為替差損」
は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしまし
た。
　なお、前連結会計年度の「為替差損」は266千円であります。

(連結貸借対照表に関する注記)
有形固定資産の減価償却累計額 179,866千円

－ 4 －
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(連結損益計算書に関する注記)
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を
計上しました。

場所 用途 種類 減損損失
（千円）

本社 求人情報メディア事業 ソフトウエア 29,457

子会社 イーコマース事業 のれん 307,699

子会社 イーコマース事業
建物
工具、器具及び備品
ソフトウエア

7,814
2,432

349
　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、事業別の管
理会計上の区分に従って資産のグルーピングを行っております。
　当連結会計年度において、「求人情報メディア事業」及び「イーコマース事業」
セグメントにおいて、当初想定した収益が見込めなくなったことから、帳簿価額を
回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　なお、回収可能額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フロ
ーが見込めないことにより、ゼロと評価しております。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

(単位：株)
株式の種類 当連結会計年度

期首株式数
当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度

減少株式数
当連結会計年度末

株式数
普通株式 28,096,000 9,600 ― 28,105,600

（注）　増加数の内容は以下のとおりであります。
新株予約権の行使による増加 9,600株

２．配当に関する事項
該当事項はありません。

－ 5 －
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３．当連結会計年度末の新株予約権等に関する事項

内訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会
計年度末

残高
(千円)

当連結会計
年度期首 増加 減少 当連結会計

年度末
第１回新株予約権 普通株式 137,600 ― 9,600 128,000 ―

第２回新株予約権 普通株式 44,800 ― ― 44,800 13,339

第３回新株予約権 普通株式 305,000 ― ― 305,000 305

第４回新株予約権 普通株式 ― 122,000 ― 122,000 122

合計 487,400 122,000 9,600 599,800 13,766
（注）目的となる株式の数は、新株予約権が行使されたものと仮定した場合における

株式数を記載しております。

(金融商品に関する注記)
１．金融商品の状況に関する事項
(1)　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、必要な資金は自己資金で賄っております。一時的な余
資につきましては普通預金で保有しております。

(2)　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。敷金
及び保証金は主に本社オフィスの敷金であり、差入先の信用リスクに晒さ
れております。投資有価証券については、非上場株式及び投資事業組合へ
の出資であり、発行体の信用リスク及び為替の変動リスクに晒されており
ます。
　営業債務である買掛金及び未払金はすべてが１年以内の支払期日であり
ます。

－ 6 －
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(3)　金融商品に係るリスクの管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、営業債権について経営推進部が取引先別に期日及び残
高を管理するとともに、入金状況を各事業部門に随時連絡しております。
これにより、各取引先の財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽
減を図っております。
②市場リスク
　投資有価証券は、定期的に発行体の財政状態をモニタリングしておりま
す。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリ
スク）の管理
　当社グループは、経営推進部が適時に資金繰り計画を作成・更新するこ
とにより、流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には
含まれておりません（（注２）を参照ください。）。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)　現金及び預金 2,734,272 2,734,272 －
(2)　売掛金 564,937 564,937 －
(3)　敷金及び保証金 158,749 130,830 △27,918
資産計 3,457,958 3,430,039 △27,918
(1)　買掛金 11,340 11,340 －
(2)　未払金 246,000 246,000 －
(3)　未払法人税等 174,525 174,525 －
(4)　未払消費税等 92,362 92,362 －
負債計 524,229 524,229 －

（注１）金融商品の時価の算定方法
資産
(1）現金及び預金、(2）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。

－ 7 －
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(3）敷金及び保証金
　時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基
づく利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債
(1）買掛金、(2）未払金、(3）未払法人税等、(4）未払消費税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 4,987
投資事業有限責任組合への出資 90,628

（※）　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積る
ことができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時
価開示の対象としておりません。

(１株当たり情報に関する注記)
 (1) １株当たり純資産額 110円32銭
 (2) １株当たり当期純利益 １円01銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。

－ 8 －
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〔個別注記表〕
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式

　　移動平均法による原価法
(2) その他有価証券

　時価のないもの
　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。但し、建物（建物附属設備を除く）及び平成
28年４月１日以後に取得した建物附属設備については定額法を採用してお
ります。
　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２～10年
工具、器具及び備品 ４～18年

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当
事業年度に見合う分を計上しております。

－ 9 －
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(会計方針の変更に関する注記)
（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以
下「企業結合会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業
会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等
を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上す
る方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合に
ついては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合
日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び
事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事
業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　　これによる計算書類に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適
用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関
する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度
に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備に係る減価償却方法を
定率法から定額法に変更しております。

　　なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

(表示方法の変更に関する注記)
（損益計算書）
　前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めていた「為替差損」は、
金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。

　　 なお、前事業年度の「為替差損」は216千円であります。

－ 10 －
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(貸借対照表に関する注記)
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 179,866千円

　(2) 関係会社に対する金銭債権は次のとおりであります。
短期金銭債権 174千円

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高

営業取引による取引高 90千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
自己株式の種類及び株式数に関する事項　　　　　　　　　　　　　　(単位：株)
株式の種類 当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 320 － － 320

－ 11 －
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(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
流動の部
　繰延税金資産

賞与引当金 13,659千円
未払事業税 11,677〃
その他 13,518〃

繰延税金資産合計 38,854千円
流動の部に計上した繰延税金資産の純額 38,854千円
固定の部
　繰延税金資産

貸倒引当金 2,798千円
貸倒損失 9,258〃
関係会社評価損 113,659〃
減損損失 9,019〃
無形固定資産 11,234〃
資産除去債務 9,092〃
減価償却費 8,094〃
株式報酬費用 4,084〃
その他 7,420〃

繰延税金資産小計 174,660千円
評価性引当額 △138,532〃

繰延税金資産合計 36,128千円
　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,583千円
その他 △662千円

繰延税金負債合計 △2,245千円
固定の部に計上した繰延税金資産の純額 33,882千円

繰延税金資産の純額 72,737千円
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(１株当たり情報に関する注記)
 (1) １株当たり純資産額 110円43銭
 (2) １株当たり当期純利益 ０円19銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。
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